
第２節 相談支援体制の充実及びサービス利用に係るあっせん・調整、要請

（身障法第９条第３項、知障法第９条第３項、児福法第２１条の２４Ⅰ 相談支援体制

第１項）

１ 相談業務の重要性

市町村は障害者又は障害児の保護者等に対する情報提供又は相談若しくは指導等

に責任をもって取り組む必要があり、適切なサービス又は指定事業者の選択のため

の相談支援を、支援費の支給申請の受付若しくは審査又はサービス利用に係るあっ

せん・調整、要請と関連づけながら行うことが必要である。

また、市町村の相談業務と併せ、市町村障害者生活支援事業や障害児（者）地域

療育等支援事業を行う相談支援事業者、身体障害者更生相談所、知的障害者更生相

談所、児童相談所、福祉事務所、身体障害者相談員、知的障害者相談員等の多様な

主体が相談業務の担い手となることが期待されるところであり、市町村としてもこ

れらの機関等が行う活動と連携又は調整を図り、地域における相談支援体制の充実

に努めることが必要である。

なお、市町村及び相談業務の担い手と期待される各種機関においては、視覚障害

や知的障害等の障害の特性に応じた適切な対応に努め、市町村及び各種機関を利用

する障害者又は障害児の保護者が、適切かつ円滑に必要な相談支援が受けられるよ

う、ワンストップサービスの提供、点字によるパンフレットや知的障害者向けに工

夫をしたパンフレットによる制度の広報、ＷＡＭ－ＮＥＴによる指定事業者情報の

拡大文字及び音声による提供、相談援助の際の「地域福祉権利擁護事業」又は社会

参加促進のための事業（手話通訳の設置、知的障害者への生活協力員の紹介等）の

活用等に努めることが必要である。

２ 相談業務の内容

（１）サービス選択のための相談

障害者又は障害児の保護者等は支援費の支給申請に先立って、提供を受けよう

とするサービスの種類を選択する必要があるが、障害者又は障害児の保護者等が

サービスを主体的かつ適切に選択していくためには、どのようなサービスを利用

したらよいか、また、どのようなサービスの組み合わせで利用したらよいか等に

ついて、相談をしてサポートを受けられる体制を整備することが必要である。

（２）指定事業者の情報提供

障害者又は障害児の保護者等が事業者を適切に選択するためには、指定事業者

の情報（事業者の所在地、施設及び設備の状況、空き情報又は当該施設の支援方

針等）を知ることが必要であり、市町村は、相談業務の一環として、広報、ホー

ムぺージ、パンフレット等を積極的に活用し、障害者又は障害児の保護者等が必



要な情報を容易に入手できるようにすることが必要である。

（身障法第１０条第１項第１号及び第１Ⅱ サービス利用に係るあっせん・調整、要請

７条の３第１項、知障法第１１条第１項第１号及び第１５条の４第１項、児福法第２

１条の２４第１項及び第２項）

市町村は、障害者又は障害児の保護者等の希望により、サービス利用に係るあっせ

ん・調整を行うとともに、必要に応じてサービス提供事業者に対し障害者又は障害児

の保護者等の利用の要請を行わなければならない。市町村の窓口においては、こうし

たあっせん・調整、要請が相談及び指定事業者の情報提供とあいまって行われること

になる。サービス提供事業者は、市町村が行うあっせん・調整、要請に対し、できる

限り協力しなければならない。

また、都道府県は、市町村が行うあっせん・調整、要請について、市町村相互間の

連絡調整等を行うことが必要であり、その際、更生相談所が都道府県の機関としてこ

のような役割を担うことも考えられる。

※入所調整について

支援費制度の下では、利用者がサービスを選択するのが基本であるが、施設の定員

を入所希望者が大きく上回る場合には、施設が入所者を選別することなく施設サービ

スの利用が円滑かつ公平に行われるよう、次のような公的な調整システムの構築が重

要である。

○ 都道府県が全ての施設から空き情報の提供を求め、県内の市町村に伝える等、利

用希望者が常に最新の施設の空き情報を知ることができる体制を整える。

○ 空き情報があった場合、当該施設その他の関係者の参画を得て、都道府県や市町

村が入所の調整にあたる。

、 、 。なお 個別の調整に当たっては 入所希望者の意向も十分踏まえて行う必要がある

具体的にどの範囲のサービスについて公的な調整を行うかについては、施設サービ

スの円滑かつ公平な利用を確保する観点から、都道府県及び市町村が個別に決めるこ

ととなる。


